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１ 平成 28 年度予算の概要 
 
 

 

 ○国の予算の動向 
平成28 年度予算編成にあたっては、強い経済を実現するとともに、少子高齢化という構造的な問題につ

いて正面から取り組むことにより、将来への安全を確保し、誰もが生きがいを持って充実した生活を送るこ

とができる「一億総活躍社会」の実現に向けた取組や、ＴＰＰを真に我が国の経済再生、地方創生に直結す

るものとするための取り組みといった喫緊の重要課題への対応に関しては、平成27 年度補正予算での対応

と併せて、「経済・財政再生計画」の趣旨や施策の優先順位を踏まえ、適切に対処することとされました。 

このような方針に基づいて編成された平成 28 年度の一般会計予算の規模は、96 兆 7,218 億円で、前

年度比0.4％増、基礎的財政収支対象経費は73 兆1,097 億円で、前年度比0.3％増となっています。 
    

○地方財政計画 
平成28 年度においては、通常収支分について、歳出面においては、地方創生や地方の重点課題に対応す

るために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取

り組みと基調を合わせた歳出改革を行うこととされました。歳入面では、交付団体をはじめ地方の安定的な

財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成 27 年度地方財政計画の水準を下回らないよう実

質的に同水準を確保することを基本として、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じる

こととされました。 

また、東日本大震災分については、復旧・復興事業および全国防災事業について、通常収支とはそれぞれ

別枠で整理し、所要の事業費および財源を確保することとされました。 

平成 28 年度の地方財政計画（通常収支分）の規模は 85 兆 7,593 億円で、重点課題対応分の創設など

により一般行政経費が 2.1％の増、公共施設等最適化事業費の計上などにより投資的経費が 1.9%の増とな

り、全体では0.6％、4,883 億円の増となっています。また、歳入のうち地方税は3.2％増の38 兆7,022

億円、地方交付税は 0.3%減の 16 兆 7,003 億円となっており、これらに地方譲与税、地方特例交付金、

臨時財政対策債を加えた一般財源総額では0.2%の増となっています。 

  

Ⅱ 一般会計および特別会計の状況 

(1) 当初予算編成の背景 
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※　表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所がある。

水準超経費１.５兆円
その他

５.８兆円

その他　４.７兆円

地方交付税等

１５.３兆円

法定率分　　　14.3兆円

既往法定加算　 0.6兆円
臨財加算　　　 0.3兆円

地方特例交付金 0.1兆円

国債費

２３.６
兆円

元金返済
１３.７
兆円

利払い等
９.９
兆円

その他の歳出
５７.８兆円

うち社会保障関係費　 32.0兆円

うち公共事業関係費　　6.0兆円

その他の税収

国
　
　
　
税

建設国債
６.１兆円

赤字国債
２８.４
兆円

公債金

３４.４
兆円

（出口ベース）

地方交付税

１６.７兆円

地方特例交付金　 0.1兆円

地方税等

３８.６兆円

地方譲与税　２.４兆円

地方特例交付金 ０.１兆円

投資的経費

１１.２兆円

維持補修費　１.２兆円

地域経済基盤強化・雇用等対策費

 ０.４兆円

国庫支出金

１３.２兆円

（臨財債　３.８兆円）

地方債
８.９兆円

公営企業繰出金(下記除く) ０.９兆円

公債費等

１４.４兆円

地方交付税

１６.７兆円

一般行政経費

３５.８兆円

（入口ベース）

一般会計より
受入れ

１５.３兆円
地方交付税　  15.2兆円
地方特例交付金 0.1兆円

財政投融資特別会計より受入れ

公庫債権金利変動準備金の活用

　0.2兆円

地方法人税　　0.6兆円

H27繰越分 　　1.3兆円
借入金等利子充当 0.2兆円

借入金償還　     0.4兆円

（８５.８兆円）
地方譲与税　２.４兆円

（交　付　税） （交　付　税）

給与関係経費

２０.３兆円

◎国の予算と地方財政計画との関係（平成28年度当初　通常収支分)

財政投融資特別会計
(歳入) (歳出)

納付金（地方公共団体金融機構
の公庫債権金利変動準備金

の国庫帰属） 0.2兆円

交付税及び譲与税配付金
特別会計へ繰入れ　0.2兆円

自動車重量税等２.４兆円

交付税対象税目

４８.８兆円

所得税　33.1％
法人税　33.1％
酒　税　　50％
消費税　22.3％

国税収納金整理資金
交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計(歳入) 一般会計(歳出)
（９６.７兆円） （９６.７兆円）

地方財政計画(歳出)

基礎的財政収支

対象経費

７３.１兆円
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方
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歳
出

兆
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般
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源
総
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兆
円

61.7

57.6

兆円
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本格的な人口減少社会の到来と少子高齢化の進行、東日本大震災等を契機とした大規模な地震災害とエネ

ルギー政策などへの不安の高まり、これまでに経験したことのない異常気象による水害・土砂災害の恐れ、

経済・社会のグローバル化の進行など、本県を取り巻く情勢は大きく変化しており、時代の大きな転換期を

迎えています。 

このように、時代の大きな転換期を迎えている今、社会の不安を安心に変え、誰もが将来への夢や希望を

持ち、新しい価値観のもとに豊かさや幸せが実感できるよう、県政を取り巻く課題の解決に向けた対応を着

実に展開していくことが求められています。 

 このため、平成 28 年度当初予算編成にあたっては、「未来に向けて」・「世界に向けて」・「全国に先駆け

て」の３つのことに挑むことにより、基本構想に掲げる７つの重点政策に沿って施策を展開し、「夢や希望に

満ちた豊かさ実感・滋賀」を実現できるよう努めました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 当初予算編成の基本方針 

「滋賀県基本構想」と「滋賀県行政経営方針」に基づき、施策の着実な展開に向けて取り組む２年

目の予算編成として、①「夢や希望に満ちた豊かさ実感・滋賀」の実現に向けて、国や市町と連携し

つつ、多様な主体との協働のもと、新たに策定した「人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり総合戦略」

をエンジンとして、「新しい豊かさ」を創造・追求・具現化すべく、果敢に挑戦していくとともに、

②安定的で持続可能な財政基盤の確立に向けて、引き続き歳入・歳出両面から財政健全化の取り組み

を進める。 

また、国補正予算に対応し、地方経済の活性化のための地方創生加速化交付金を活用した事業や、

TPP 関連事業、防災・安全に係る公共事業など、切れ目なく効果が発現できるように平成 28 年度

予算と平成27 年度補正予算を一体的に編成する。 

※金額は事業費ベース 

重点
１

子どもの生きる力を育み、若者や女性が輝く
社会の実現

131.6 億円

（うち、重点化特別枠 4.2 億円）

重点
２

すべての人に居場所と出番があり、最期まで
充実した人生を送れる社会の実現

17.5 億円

（うち、重点化特別枠 3.0 億円）

重点
３

滋賀の強みを活かし、新たな強みを生み出す
滋賀発の産業の創造

11.5 億円

（うち、重点化特別枠 0.9 億円）

重点
４

琵琶湖をはじめとするめぐみ豊かな環境とい
のちへの共感を育む社会の実現

36.0 億円

（うち、重点化特別枠 1.7 億円）

重点
５

豊かに実る美しい地域づくりと滋賀・びわ湖
ブランドの発信

42.1 億円

（うち、重点化特別枠 2.2 億円）

重点
６

「文化とスポーツの力」を活かした元気な滋
賀の創造

10.3 億円

（うち、重点化特別枠 1.3 億円）

重点
７

人や「もの」が行き交う活力ある県土づくり
と安全・安心社会の実現

431.3 億円

（うち、重点化特別枠 1.7 億円）

合      計 680.3 億円
（うち、重点化特別枠 15.0 億円）
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一般会計当初予算額について、初めて 1,000 億円を超えた昭和 49 年度からの推移を見ると、ピークとな

る平成９年度までは右肩上がりに拡大しました。しかし、その後景気の低迷等により税収が伸び悩み、厳しい

財政状況に直面したことから、平成10 年度から本格的な財政構造改革の取り組みに着手しました。 

平成15 年度以降は、景気の回復や税源移譲の影響もあり税収が増加しましたが、その一方で「三位一体の

改革」による地方交付税の大幅な削減の影響や、平成21 年度に世界同時不況の影響により再び税収がマイナ

スに転じたことから、平成19 年度を除き、平成21 年度まで毎年度マイナス予算を編成してきました。 

平成22 年度および平成23 年度は、国の経済対策に対応した結果、予算規模は増加に転じましたが、平成

24 年度は、国の経済対策関連基金事業が減少したことなどから、前年度を下回ることとなりました。 

平成25 年度以降は、危機管理センターの整備や県立高等学校の再編対策および耐震対策の実施などにより、

毎年度プラス予算を編成し、平成26 年度以降は5,000 億円を上回る予算規模となっています。 

平成2８年度は、公共施設等マネジメント基本方針に基づく県有建築物の老朽化対策に要する経費、および

多子世帯子育て応援事業や乳幼児福祉医療費助成事業費補助を含む子育て関連施策に要する経費が増加してい

るほか、介護保険や後期高齢者医療給付費県費負担金等の社会保障関係の法令に基づく県負担金の増加などに

より、４年連続のプラス予算となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表 第4 表 財政規模の県民所得に対する比率（財政比重）の推移(平成19 年度～28 年度) → 58 ページ 

（対前年度当初予算比    60 億3,000 万円増 ＋ 1.1%） 

（対前年度当初予算比  103 億9,512 万円増 ＋ 4.8%） 

（対前年度当初予算比   19 億8,030 万円減 ▲  4.8％） 

             ※企業会計は収益的支出および資本的支出の合計を示しています。 

(3) 当初予算の規模等 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

昭

49

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 平

元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

（％）（億円）

（年度）

一般会計当初予算額の推移

予算額（左側）

伸び率（右側）



 - 17 -

○一般会計当初予算の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等マネジメント基本方針に基づく県有建築物の老朽化対策や、多子世帯子育て応援事業

や乳幼児福祉医療費助成事業費補助を含む子育て関連施策の増加のほか、介護保険や後期高齢者医

療給付費県費負担金等の社会保障関係の法令に基づく県負担金の増加などにより、４年連続のプラ

ス予算となっています。         

平28当初予算 5,446億円(対前年度+1.1%) 
４年連続プラス予算 
３年連続5,000億円台 

 

 

 

 

 

 

 

 

平28当初予算 

5,446億円 

平27当初予算 

5,386億円 

＋60 億円 

（＋1.1％） 
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4,700
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5,100

5,300

5,500
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4,936
4,852

4,946 4,984
4,901 4,954

5,153

5,386 5,446 （単位：億円） 

 
平成28年度当初予算の主な増減要因   
 

○県有建築物の計画的に行う老朽化対策         ＋22億円（皆増） 

○子育て関連施策               ＋17億円（   28億円 →   45億円） 

○介護保険給付費県費負担金               ＋10億円（ 130億円 → 140億円） 

○高等学校等就学支援金交付金                  ＋10億円（  21億円 →   31億円） 

○教職員退職手当                      ＋  9億円（ 119億円 → 128億円） 

○学習船建造事業費                 ＋  8億円（   11億円 →   19億円） 

○参議院議員通常選挙執行費           ＋  6億円（皆増） 

○後期高齢者医療給付費県費負担金        ＋  6億円（ 106億円 →   112億円） 

○近江八幡警察署移転新築整備                 ▲15億円（皆減） 

○危機管理センター整備事業          ▲13億円（皆減） 

○中小企業振興資金貸付金             ▲11億円（ 138億円 → 127億円） 

○基金（積立金） 

地域医療介護総合確保基金            ＋ 9億円（ 20億円 →   29億円） 

国民健康保険財政安定化基金          ＋ 4億円（皆増） 

農地中間管理事業推進基金             ▲  7億円（ 15億円 →   8億円） 

（年度） 
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     県 税 は 、 景 気 の 回 復 傾 向 を 反 映 し ４ 年 連 続 の 増 加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比 35 億円増（＋2.3%）の 1,555 億円で、4 年連続の増加となる

見込みです。増加の主な要因としては、給与所得者の所得割の増収に伴う個人県民税の増や、法人事

業税の税率改正に伴う法人二税の増などが見込まれます。 

なお、基幹税目である個人県民税と法人二税の状況等は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 
 

27年度当初予算

1,520

28年度当初予算

1,555

個人県民税 510

個人県民税 542

法人二税 407

法人二税 422

209

200

122

121

180

177

92

93

603 695 686 452 432 571 
410 394 

433 
494 583 

661 725 

396 

222 
312 282 310 378 407 422 

251 

274 
267 

251 
232 

241 

235 
229 216 

216 

252 

494 
533 

501 

445 
450 469 488 

515 

510 542 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

400

800

1,200
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平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

(億円) (％)

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

1,286
1,202

1,477

1,885
1,790

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

個人県民税

県 税 に 占 め る
個人県民税の割合

その他の税

(年度)

1,273 1,310

◆主な税目の状況 

三位一体の改革
による税源移譲 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,411 

(億円) 

地方消費税 軽油引取税 自動車税 その他の税 

1,520 1,555 

(4) 当初予算のポイント 
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       地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方

交付税は減少。一般財源総額についても前年度を下

回る見込み。  
 

地方交付税は、対前年度当初予算比で 20 億円増（＋1.8%）の 1,160 億円となりましたが、地

方交付税の振替措置である臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税については、対前年度当初

予算比で 18 億円減（▲1.2%）の 1,465 億円となり、前年度を下回る見込みです。 

また、これらに県税、地方譲与税、地方特例交付金を加えた一般財源総額についても、前年度当

初予算比で 10 億円減の 3,249 億円で、前年度を下回る見込みです。 
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H27

H28

地方交付税 1,140 

地方交付税 1,160 

臨時財政

対策債

343

臨時財政

対策債

305 

県 税 1,520 

県 税 1,555 

地方譲与税 250 

地方譲与税 222 

地方特例

交付金

7

地方特例

交付金

7

（億円）
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600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

1,360 1,418 
1,252 1,185 

1,071 
958 871 917 

1,108 1,132 1,122 1,134 1,166 1,138 1,160 

201 

411 

296 
228 

206 
186 

227 

458 

661 501 494 502 453 
354 305 

（億円）

（年度）

地方交付税および臨時財政対策債の推移

当初予算における一般財源総額 

（注）平成 26 年度までは決算額、平成 27 年度は最終予算額、平成 28 年度は当初予算額です。 

臨時財政対策債 

地  方 

交付税 

実質的な地方交付税 1,483 

実質的な地方交付税 1,465 （▲18） 
 

3,249 億円 
（▲10 億円） 

3,260 億円 



 20

      社会保障関係費などの裁量が少ない経費が増加  
 

国民健康保険や介護保険等の社会保障関係の法令に基づく県負担金など、県の裁量が少ない義務

的経費が年々増加傾向にあります。 

この結果、投資的経費をはじめとする政策的経費が圧迫され、財政が硬直化した状況が続いてい

ます。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過去に発行した県債の返済のための義務的経費である公債費についても、３年連続で 800 億円を

超える規模となっており、政策的経費を圧迫する要因となっています。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

80.4 
7.8 

89.3 101.2 110.3 114.6 119.3 124.3 128.1 132.9 139.1 

87.0 
90.6 96.6 101.0 105.2 112.8 118.3 124.5 130.4 139.9 

30.0 
30.5 30.5 

33.8 34.0 
39.3 39.6 39.4 39.0 

39.2 

72.4 
67.8 

73.9 
78.1 77.9 

91.2 91.7 
100.5 

106.5 
110.0 

269.8 
286.0 

302.2 
323.2 331.7 

362.6 373.9 
392.5 

408.8 428.2 
（億円）

（年度）

主な社会保障関係費の状況

(注) 1 平成26年度までは決算額、平成27年度は最終予算額、平成28年度は当初予算額です。

2 「国民健康保険関係費」には、国民健康保険調整交付金、国民健康保険基盤安定対策費負担金、高額医療費共同事業負担金を計上し、

「後期高齢者医療費対策関係費」には、後期高齢者医療給付費県費負担金、後期高齢者医療基盤安定対策費負担金、後期高齢者医療高

額医療費県費負担金を計上しています。

国民健康保険

関係費

児童手当負担

金・子ども手当

負担金

介護保険給付

費県費負担金

後期高齢者医

療費対策関係

費

老人医療給付費

県費負担金

616 644
676 695 694 664 678 704 729 752 753 781 763 797 811 804 801

5,802 5,960
5,614 5,492 5,285 5,027 4,950 4,922 5,057 5,323 5,226 5,027 4,848 5,093 5,111 5,266 5,446

10.6% 10.8%
12.0% 12.7% 13.1% 13.2% 13.7% 14.3% 14.4% 14.1% 14.4%

15.5% 15.8% 15.7% 15.9% 15.3% 14.7%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

歳出総額と公債費の推移
公債費

その他歳出

歳出総額に占める公債費の比率

（注） 平成26年度までは決算額、平成27年度は最終予算額、平成28年度は当初予算額です。

(億円）
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      プライマリーバランスは、当初予算比較で 3 年連続 

で黒字を維持 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

平成 28 年度当初予算では、３年連続で黒字を維持し、財政収支の改善を図っています。 

 

平成 2８年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

 

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

4,707 億円 

県債の元 
利償還金 

4,645 億円 

県債発行に
よる収入 

歳  入 歳  出 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金
除く）を上回っていることから、プラ
イマリーバランスは黒字となります。
（＋62億円） 

本来、地方交付税として交付されるべき
臨時財政対策債を県債ではなく、地方交
付税とみなすと、プライマリーバランス
は、さらに黒字となります。（＋367億円） 

プライマリーバランスが黒字 

 

臨時財政対策債 305 億円

179

△31

△126 △92

114 94 75 115

△59

△208
△124

53 41
15

67
96

62
69 75 

319 
410 

322 
281 301 

168 
250 

537 554 535 517 520 
450 

367 

5,365 

5,285 

4,812 4,705 

4,651 

4,439 
4,348 4,335 

4,270 4,365 4,350 

4,299 
4,126 

4,311 4,367 
4,514 

4,707 
5,186 

5,316 

4,938 
4,797 

4,537 
4,345 

4,273 4,220 

4,329 
4,573 4,474 

4,246 
4,085 

4,296 4,300 
4,418 

4,645 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

△400

△200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

(億円)
(億円)

(年度)

プライマリーバランスの推移
県債除く歳入額

元利償還金除く歳出額

（注） 平成26年度までは決算額、平成27年度は決算見込額、平成28年度は当初予算額です。

臨時財政対策債を地方交
付税とみなした場合のプ

ライマリーバランス

プライマリーバランス
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臨時財政対策債を除く実質的な県債発行額は 5 年ぶ 

りに減少 
 
 

県債発行額は 739 億円で、対前年度当初予算比 59 億円（▲7.4%）の減となっています。これ
は、危機管理センター整備事業の完了による減のほか、退職手当債の発行を行わなかったことや、
臨時財政対策債の発行額を対前年度当初予算比 38 億円減の 305億円としたことなどによるもので
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
また、県債残高については、年々増加し、平成 28 年度末には 1 兆 811 億円となる見込みです。

この要因の一つに、県債残高に占める臨時財政対策債のウエイトが年々高まっていることから、臨

時財政対策債残高（4,433 億円）の増加が県債残高全体に大きく影響していることが挙げられます。 

こうした中、県ではこれまでから県債残高の減少に努めてきており、県債全体に占める臨時財政

対策債を除く実質的な県債の割合は、前年度と比べ減少する見込みです。 
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平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

7,465 7,692 7,904 7,842 7,682 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,298 6,378 

100 301 
713 1,008 1,234 1,421 1,568 1,744 2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,343 4,433 

7,465 7,792 
8,205 

8,555 8,690 8,801 8,929 9,006 9,236 
9,631 9,960 10,091 10,252 10,445 10,568 10,641 10,811 

(億円)

(年度)

県債残高の推移

(注)  平成26年度までは各年度末残高であり、平成27年度は決算見込額、平成28年度は当初予算額に基づく各年度末

現在高見込額です。

臨時財政
対 策 債 

＋91 
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H22当初 H23当初 H24当初 H25当初 H26当初 H27当初 H28当初

326 301 354 357 358 455 434

656
498 484 500 450 343 305

982 

799 838 857 808 798 739

（億円）

県債発行額（一般会計）

◇臨時財政対策債 
H27→H28 ▲38 億円 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 
H27→H28  ▲21 億円  

・防災行政施設整備事業費▲11.4億円 
・警察施設整備事業費  ▲10.3 億円 
・公共施設最適化事業債＋12.3 億円 
・退職手当債        ▲40.0 億円 
・行政改革推進債     ＋30.0 億円 
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      財源調整的な基金については、活用により残高は 

減少するが、なお一定額は確保   
 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金は合計で 130 億円取り崩すこととしており、平成 28 年度末の残高は両基金あわせて 182 億円

となる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、国の経済対策

関連基金事業の進捗に伴い、総額としては減少する見込みですが、平成 28 年度も引き続き各事業

に充当し、活用することとしています。 
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42 

73 47 53 46 50 
23 37 

75 98 145 181 190 191
111 

769 716 660 607 585 528 

357 303 318 270 

108 
185 182 171 146 145 

106 
37 72 86 

102 
119 123 121

71 

650 
595 

519 
426 

401 
371 

362 383 397 460 

397 

383 
308 275 281 249 326 

644 
613 497 442 

412 356 320

270 

1,497 

1,399 

1,277 

1,129 
1,082 

989 

799 766 795 813 

547 
641 

537 
499 473 444 455 

718 760 
681 689 712 669 632

452 

（億円）

（年度）

基金残高の推移（一般会計）
特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注）平成26年度までは各年度末現在高であり、平成27年度は決算見込額、平成28年度は当初予算額に基づ く各年度末
現在高見込額です。

■平成 2８年度末現在高見込み
 

財政調整基金          11,127 

県債管理基金           7,089 

福祉・教育振興基金         5,552 

国民体育大会・全国障害者スポ  3,602 

ーツ大会運営等基金 

琵琶湖管理基金          3,014 

環境保全基金             427 

森林整備担い手対策基金          857 

災害救助基金            719 

介護保険財政安定化基金       580 

後期高齢者医療財政安定化基金    592 

ふるさと・水と土保全基金     1,193 

鉄軌道関連施設整備促進等基金     715 

近江大橋等維持修繕基金      1,025 

文化財保存基金          726 

主な基金の状況 

■平成 2８年度中の取り崩し予定額  

財政調整基金            8,000 

県債管理基金           5,019 

福祉・教育振興基金        2,800 

東海道新幹線新駅地域振興等基金  344 

琵琶湖管理基金          277 

環境保全基金           408 

琵琶湖森林づくり基金        749 

地域医療介護総合確保基金    2,253 

介護保険財政安定化基金          100 

子育て支援対策臨時特例基金    651 

農地中間管理事業推進基金        1,149 

鉄軌道関連施設整備促進等基金   296 

学習船建造基金          480 

文化財保存基金          155 

平成４年度末の財政調整基金
および県債管理基金の現在高
は、過去最大の 847 億円 

平成 28 年度末現在高 
県債管理基金  71 億円 
財政調整基金 111 億円 

計    182 億円 



 引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

 社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度の施行に伴う経費 千円

・国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充に要する経費 千円

・国民健康保険への財政支援の拡充に要する経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税率の引き上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

390,723

歳 出

歳 入

24

4,533,628

5,217,372

9,446,445

12,529,164

50,623,089

経　費

534,975

9,751,000

一　般　財　源
引上げ分の

地方消費税①
その他

976

346,784

4,494

4,644,198 14,913,020

6,239,132

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

312,940

34,619,267

221,665

631,827

1,001,875

財　源　内　訳

特定財源
（国庫補助金等）

12,643,658

(内訳）

225,801

7,074,044

277

221,627

608,269

1,788,115

1,459,548

1,324,164

4,571,827

120,406

1,066,240

900

2,099,670

160,999

0

6,852,665

33,281

3,748,687

18,587

604,252

23

80

386,642

0

738,930

合 計 67,226,754

4,144,726

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,177,280

感染症その他の疾病予防対策 2,382,304

そ の 他 165,863

小 計 3,725,447

8,744,536

低 所 得 者 支 援 事 業 1,200

そ の 他 1,056

小 計 23,701,944

高 齢 者 福 祉 事 業

社会

保険 国 民 健 康 保 険 事 業 11,621,202

介 護 保 険 事 業 13,988,712

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 14,189,449

小 計 39,799,363

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 1,011,892

児 童 福 祉 事 業 10,989,694

母 子 福 祉 事 業 364,794

障 害 者 福 祉 事 業

2,588,772 1,323,478 239,288 1,026,006

370

1,199,741 960,898

4,167,109

366,519

67,227

9,751

38,150

2,975,650

382,480

588,015

125,070

1,090,802

125,410

社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・
安定化に活用することとしています。
平成28年度当初予算における状況は次のとおりです。

地方消費税の税率引上げによる増収分の活用について


